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社会福祉 と 「居住の不安定」

一東京における社会福祉の 「一般化」の進展 と 「居住の不安定」 一

岩 田 正 美

1社 会福祉の 「一般化」 ・ 「普遍化」 と 「居住 の不安定」

現代の社会福祉の特徴 をその 「一般化」 ・ 「普遍化」傾向においてとらえよ

う,と いう点で,多 くの社会福祉研究は一致 しているように見え る。すなわち,

貧困者に限定 した福祉か ら,国 民一般の多様なニーズを基調 とする福祉 サー ビ

スへの転換がこの意味である。

この場合,「一般化」や 「普遍化」 という概念 自体を曖昧に したまま議論 が

すすんでいる,と いう批判がある。たとえば,「普遍主義」 という言葉は,社 会

保険における均一拠出と均一給付の レベル,ニ ーズを問わないとい うレベル,

ミーンズテス トを伴わないというレベル,等 で使われる可能性があるが,当 然

それぞれの意味は異なる。(文 献32)ま た,ミ ーンズテス ト以前の労動能力調

査や価値ある貧民 という 「質的基準」からいえば,ミ ーンズテス トです ら,貨

幣所得 という近代社会の共通の 「量的物差 し」 という 「普遍的」方法をとった

ものである,と いもいえよう。実際,戦 後のわが国の生活保護法 は,ミ ーンズ

テス トをとるという意味での 「選別主義」の制度であるが,そ れは同時に,労

働能力調査や欠格条項を廃 し,国 民一般へ開かれるという意味で「一般化」され

た制度であるともいえな くはない。最近 この生活保護法を 「救貧福祉」 として

ひとくくりに呼ぶ傾向が強いが,そ れでは救護法や旧生活保護法などとの区別

がっかなくなるというものである。

さらに,「選別」に対 しての 「普遍化」 あ るいは特殊 に対 しての 「一般化」

が,社 会福祉の合理的発展方向であるということも,単 純には言 えないであろ

う。「普遍主義」 としての社会保険 と 「選別主義」の公的扶助 の組 み合わせに

社会保障の意味があったこと,社 会保険における均一拠出 ・給付か ら所得比例
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へ の転 換 ,一 般 階層 へ開 い た サ ー ビスに お ける費用徴収階層 の設 定,あ る い は

積極 的差 別 の提 案,な どを ど う考 え るか とい う問題 が指摘 されている。

また,わ が 国 にお いて は,「 一 般 化」 や 「普 遍 化 」 が ニ ー ズその ものの拡大

変化=サ ー ビス対象 の拡大 か らス トレー トに説明 され過 ぎ,あ くまで貧 困 対 策

と して の政 策 手 段の変更 として議論 されてい るイギ リスなどにお ける用語の使

い方 との意味 が異な る,と い う批 判 もあ る。(文 献33)

いず れ に せ よ,少 な くと も社 会 福 祉研 究 の レベ ルにおいて は,こ の 「一般 化」

「普 遍 化 」 概 念 の再検討,「 選 別 」 や 「特 殊 」 とそ れ らの現実 における ジグザ グ

の関係,そ れ らの原 理 を生 み 出 す背 景 と その持 つ意 味 は何 かが,対 象 レベ ル,

政 策 レベル,実 践 レベル の それ ぞ れ で さ らに深 く追求 されなければな らないで

あ ろう。 またこう した 「一般化」 「普遍化」 の傾向が,実 際 に は何 を もた ら し

て い るか,と い う評 価 も今 後 は特 にな され な ければな らな い。

さて,以 上 を前 提 と して,本 稿 で は,社 会 福 祉 の 「一一般 化」 ・ 「普 遍化 」 と

うフ レーム ワークのなかで,「 居 住 の不安 定 」 とい う状 態 を伴 う貧 困が政策 的

にはどう扱 われざ るをえなか ったか,と い う点 に一 っ の 焦 点 を あ て て みた い。

特 に,こ こで は,所 得 に限 定 され な いで 国民 一 般 に対象 が広 が る,と い う意 味

で の わが 国 にお け る社 会福祉 の 「一般化」 の下 での 「居住の不安定」状態を伴

う貧困への政策 的対応 を取 り上 げる。「居住 の不安定」 とい うの は,次 節 で 詳

し く述 べ るが,た とえば歴 史 的 に は 「行 路病 人 」「浮浪」,「不 定 居 的 細 民 」 「ル

ンペ ン」,「移 動 労 働 者」 「住 所 不 定」 な どとい うさ まざ まな用語 で呼 ばれて き

た,「 慣 習 的 な労 働 と住 居 を もて な い」状態 の貧困を さ して いる。 貧 困対策 を

たて る側 は,貧 困 を こう した 「居 住 不 安 定」 の もの と,一 応 の 「居 住 安 定 」 の

上 で の貧 困 に早 くか ら区分 して きた。 いわ ゆる 「救貧福 祉」時代 の福祉 は,こ

の両 者 を 区別 しなが ら も,一 応 両 者 共 に救 済 の対 象 に して きた といえ る。

ところで,社 会福 祉 の 「一 般 化 」 ・ 「普 遍 化」 は,そ れ を あ くま で 貧 困 対 策

を中心 と した政策手段 レベルの方法原理の変化 ととらえれば,当 然 この 「一 般

化 」 され た サ ー ビスは,「 居 住 不安 定 」 な貧 困状 態 を も射程 にい れて い るはず

である。 また,わ が 国 にお け る よ うに,貧 困 で は な く一 般 の ニー ズ へ の対応 だ

ととらえた と して も,そ の前 提 には,貧 困 問 題 へ の対 応 自体 はす で にで きて い
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る,そ れによって貧困問題は基本的には解決 したという評価があるとい ってよ

いであろう。っまり,い ずれにせよ社会福祉の 「一般化」によって,か つての

対象層が,「 はずされる」 ということはない,と いうことが,建 て前である。

ところが,こ の 「一般化」が,「一般化」なるがゆえに,貧 困証明で はな く,

単に住民 としての社会への 「帰属」のみを前提にすればす るほど,こ の点 は微

妙なものとなる。国籍,住 民登録 を条件 とした拠出や給付,慣 習的な住居や

引き取 り先あるいは保証先 としての家族の存在など住民 としての実質を前提 に

した在宅ケア,地 域福祉などが 「一般化」の傾向のなかで当た り前になって い

けばい くほど,流 動を余儀な くされる貧困層 はその対象にの らな くなっていく。

この点を,戦 後いちはや く予言 したのは,自 らも東京都の民生局長 として戦後

の社会福祉整備にかかわった磯村英一であった。磯村 はいわゆる 「ドヤ街」の

研究を通 して,「 ドヤ街 は,大 都会のもっとも孤立 した人間関係 の集積 の場 で

ある」 とした上で,「 と同時に社会福祉 という組織か らも離 れて いる場所であ

る」 と規定する。「何故な らば,近 代的社会福祉 は,住 居 も,家 族 も,職 業 も明

らかにすることが前提 とされるか らである」 と看破 し,「即 ち文字通 りその大

多数 は社会福祉の圏外におかれているものといってよいであろう」 と述べたの

であった(文 献1-p.2～3)。 これは,貧 困層 の うちで も,い わゆる 「鰹寡

孤独廃疾」 と称 された人々のみを限定的に救済対象としていた戦前の福祉政策

を,国 民ベースに大転換させ,国 民皆保険 ・皆年金 という社会保障体制 を準備

した時期に述べ られた ものである。今 日の社会福祉の 「一般化」が,こ の戦後

の社会福祉のいわゆる 「近代化」 によって貧困が 「ほぼ解決 された」 と評価 さ

れる,そ のまさに到達点に展開されているものであるとすれば,磯 村の述べた

「近代的社会福祉の圏外の人々」はますます 「圏外」へ固定 され,社 会福祉 と

は最 も遠い存在に位置づけられざるをえないのであろうか。

以下では,特 に 「居住の不安定」 な人 々が集中する大都市東京 を具体例 と

して,戦 後の 「社会福祉の近代化」 とその頂点 としての 「一般化」傾向の形成

の中で,「居住の不安定」 を伴 う貧困状態へ社会福祉が どう対応 して きたか,

またその対応 はどう変遷 してきたかを検討 してみたい。
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2「 居住の不安定」な人 々の存在 とその意味

順序 と して,こ こで使 う 「居 住 の不 安 定 」 とい う言葉 の限定 と,そ う した状

態 に あ る人 々 の存 在 の意味 を,ま ず 明 らか に して お きた い。 「居 住 の不 安定」

とは,通 常 「ホー ム レス」 や 「浮 浪 」,「ル ンペ ン」 な ど と歴 史 的 に使 われ て き

た概念が一般的 に規定 して きたよ うに,ま ず第 一 に,あ る社 会 の 中 で一 般 に享

受 され て いるよ うな 「慣習 的,規 則 的 な居 住 」 に欠 けて い る状 態 を指 している。

た とえばわが国明治 期の 「警察犯処罰令」 ではいわゆ る 「浮浪者」を 「一定 の

住所又 は生業 な くして諸方 を俳徊 したる もの」 と定義 して きた。(文 献37)

また,P・H・Rossiに よれ ば,い わ ゆ る 「ホ ー ム レス」 とい う概念 も 「conven-

tionaldwelling」 へ の規 則 的 ・習 慣 的 な ア ク セ ス の もてな い状 態 とい う解釈

が核 にな って いるのが一般 的だ と述 べてい る。(文 献40)

第 二 に,こ の 「習 慣 的,規 則 的 な居 住 」 に欠 けた状 態 は,通 常 「規 則 的 な 労

働」 か らの排 除,あ るい は場 合 に よ って は 「家族 」 か らの排除 を も含 む と もい

われてい る。 す なわ ち,「 居 住 の不 安 定 」 と は単 に安 定 して住 む家 が な いとい

うだ けでな く,そ の 内側 に含 まれ る休 息 ・家 族 ・愛情 ・安全な どと不可分 に結

びっ いた概念 である 「home」 の喪 失 を含 意 して い る と理 解 され る し,ま た そ

の前提 と して の収 入 を もた らす労働 の不規則 ・不安定 とも結 びっ いているとい

われて いる。 したが って,そ れ は貧 困 の極 限 の状 態 の一 っ で あ り,基 礎 的 な物

質 や快 適 さの享 受 が きわめて不安定 にな って いる状態一般 の一っの表現である。

「浮浪」「ル ンペ ン」 などの概念 において は,特 異 な性 癖,あ るい は 「遊 牧 民 」

の な ご りな ど ロマ ンチ ックな解釈 が しば しばされて きたが,「 浮 浪者 」や 「ホー

ム レス」 に関 す る実態調査 は労働市場や社会政策 のあ りかた との強い関係 を指

摘 し,経 済 不 況 や社 会政 策 の変 更 に よ ってたえず補充 されている こと,そ の望

み の少 な い貧 困生 活 な どを 明 らか に して きて いる。

さらに第三 に,こ う した極 限 的 な貧 困 状態 を 内包する 「居住 の不安定」は人々

の社会への 「帰属性」 の喪失,社 会 か らの 「孤 立 」,い わ ば 「根 無 し草 」 と し

て の存 在 を も意 味 している。近年 アメ リカで盛んな ホーム レス研究 において も
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「disaffiliation」 の指 摘,家 族 だ けで な く友 人 や地 域 社 会 との 「netework」 の

喪 失 が強調 され て い るが,「 居 住 の不 安 定」 は単 に 貧 困 で あ る,と い うだ け で

な く,「慣 習 的 な居 住 の喪失 」 を介 して社会 の構成員 で あることの 「存在 証 明」

の欠損 にまで至 る可能性 を強 く含んで いるものと して と らえ られ る。 なお,こ

の意 味 での社 会 か らの分 離 は,そ の社 会 の構 成員 の貧 困 化 の過 程 で生 じるだ け

でな く,外 国人 労働 者 の流 入 の よ うな形 態で も生 じ,ま た戦 争や災害 な どによ っ

て社 会 その ものの一時的解体 が起 こる場合 は集団的な形態 で生 じうることに注

意 しておきた い。

ところで,こ う した定 義 を なす場 合,次 の2点 が考 慮 され な け れ ば な らな い

と思 う。1点 は,「 慣 習 的 な居 住 」 に欠 けた状 態 を具 体 的 に定義 を しよ うとす

る場合,ど う して もあ る 「曖 昧 さ」 がっ きまとわ ざるを得 ないとい う点である。

た とえば,自 分 の家 を持 って いて,そ こに住 ん で い る とか,ま た敷 金,礼 金 な

どを支 払 って,一 定 期 間定 住 して い る アパ ー ト居住 な どは,明 らか に 「安 定 し

た居 住 」 とみ な され うるだ ろ うし,逆 に路 上 や 公園 で夜 を過 ごさざ るをえ な い

よ うな状態 は明確 に 「conventionaldwelling」 に欠 けて い る とい え るだ ろ う。

「浮 浪」,「ル ンペ ン」,「ホ ー ム レス」 な どの言 葉 が 通 常 「路上 を俳 徊 す る」 と

い う状態 にだ け引 きつ けて使 われが ちであ るのは,そ れ が最 も明 確 だ か らで あ

る。 しか し,そ れ で は簡 易宿 泊 所 や安 ホ テ ル,仮 小 屋 や 工 場 や事 務 所 の片 隅,

車 の中,深 夜 喫茶 や映 画 館 に寝 泊 ま り して いる場合 は 「安定 した居住」 といえ

るのか。施設,病 院,刑 務 所 な ど は ど う考 え るの か。 出稼 ぎ労働 者 や外 国人労

働者 の飯場 や住 み込み就職 は どうか,離 婚 した娘 が親 元 に一 時 同居 して い る場

合 はど うか,等 の 問題 が お き る。Rossiは 「安 定居 住 」 と 「文 字 ど お りの ホ ー

ム レス」の中間に さまざまな程度 の,さ まざ ま な形 態 の不 安 定 が あ り うる と述

べ る。 そ してそれはいわば貧 困の深化 とかかわ るわけであ り,食 物 が次 第 に貧

し くな るの と同様 に,居 住 も徐 々 に不 安定 に な る の で あ ろ う。 そ の意 味 で は,
　 　

「居住の不安定」 とは 「不安定」の程度を含んだ概念 であ り,広 くも狭 くも定

義 しうる。戦前の 「浮浪者調査」を数多 く手がけた草間八十雄 は,野 宿,「 ル

ンペン」などに対 して,木 賃宿宿泊者(ド ヤもの),共 同宿泊所宿泊者,拾 い子

部屋(部 屋 もの)を 準不定居的細民と定義す る分類 もあ りうるが 「ドヤ者 と部
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屋者 と野宿者,こ れ らが不 定居 的細 民」(文 献3pp。706～7)と 広 義 に み な

して い る し,RossiはJこ れ らの さま ざ ま な中 間形 態 が,「 ホ ー ム レス」 の母 体

で あ る こ とを強調 しなが らも,実 態 調 査 の技 術 的制 約 か ら路 上 やバ スの待合 い

室,空 き家,車,そ して シェル ターな どの宿 泊 所 に寝泊 ま りす る 「文字 どお り

のホーム レス」 を狭義 に定義 してい る。 また,イ ギ リス の 「HomelessAct」

(1977)の 執 行過 程 に お いて も,具 体 的 に どの よ うな状 態 を 「ホ ー ム レス」 と

みなすか は,そ れぞ れ の地 方 当局 に よ って様 々である といわれ て い る。(文 献

17)こ の よ うに,具 体 的 な定義 に は,あ る曖 昧 さ が っ き ま と うわ けで あ るが,

こ こで は,い わ ゆ る路 上 俳 徊 ば か りで な く,も と もと生 活 の拠 点 で はな く一泊,

一 泊 の宿 泊 を 目的 にた て られ た簡易宿泊所 や安 ホテルへの不安定な宿泊
,飯 場

や住 居 に適 さな い建物 の一 部 への居住 も含 め,ま た病 院 や刑 務所 な どか ら出 る

場 合 に,「 帰 る家 が な い」 とい うよ うな状態 を も含 めて,や や広 く不 安 定 を と

らえて お きた い。 いずれ も,身 の回 りの最 低 限 の所 持 品 しか持 ち込 めず,し た

が って そ こに私 的 な 自由 な生 活 が展開 され得 ず,ま た居 住 権 が発 生 しよ うの な

い状 態 であ ると考え られ るか らである。

第2点 は,今 度 は本 質 的 な意 味 にか か わ るが,「 居住 の不 安 定 」 と い って も,

近 代 資本 主 義 社会 の人 々の生 活 が基本的 に自由な職業移動,地 域 移 動 に支 え ら

れ て い る とす れ ば,そ れ は少 な くと も雇 用 労 働者 全 体 にあて はまるもので はな

いか とい う問題 があ る。言 い替え ると,近 代 社会 にお け る 「安 定」 とは逆 に何

か,あ るい は 「安 定」 が存 在 して い るか とい う問題 で あ る。 「居 住 の不 安定」

は結局 「居住 の安定」 の否定語 で しかないか らであ る。

た とえば,封 建社 会 にお いて は,「 居 住 の安 定 」 と は身 分 や土 地 へ の緊 縛 を

意味 し,「居 住 の不 安定 」 とは,文 字 どお り身分 制 度 か らの放 逸,社 会 か らの離

脱 を意 味 した,と い って よか ろ う。 いわ ゆ る無 籍 の宿無 し=「 無宿 もの」 で あ

る。 しか し,こ う した無宿 ものす ら,特 定 地域 へ集 め られ,居 住 が 強 制 され た

経 過 が あ る。 しか し,封 建 社 会 の崩 壊 過 程 は,社 会 そ の もの の 解 体 に よ って,

土 地 か ら も身 分 か らも切 り離 され たの に,ま だ 「帰 属 す べ き社 会 を もた な い」

膨大 な 「居住 の不安定」 な人 々を作 りだ した。 その都市 へ の集 中が いわ ゆ る

「都市下層社会」 を とりあえず形成 し,資 本 主 義 経 済 が 必 要 と した,資 本 の要
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求にあわせて流動 して回る自由な労働者の給源 となったことは周知のところで

あろう。 この発端の下層社会においては,長 屋であろうと木賃宿であろ うと,

まだ家族の結びっ きも弱 く,雑 居が決 して奇異でない状態であった,と 中川清

は述べている。「すなわち,家 族であること自体が困難 であるほどに貧 しか っ

た」(文 献29-p.29)の であり,こ の場合下層社会 はあげて 「居住の不安定」

状態にあった,と いえよう。それは,無 戸籍 無就学などの近代社会 への帰属

性の希薄さにもっなが っていた。 ところで,近 代社会は,こ こか ら自由な労働

者を確保 しはじめるわけであるが,し か し労働者はいっまで もこのような極限

的な貧困としての 「居住の不安定」状態におかれてはいなかった。すなわちこ

の下層社会か ら雇用労働によって家族を養い,労 働者 としての生活構造を相対

的独 自に形成 していく層が,分 化 していくのである。 その日その日の労働では

な く長期の雇用契約,小 家族の形成 と一定地域への定着を志向す る労働者層が

出現する。労働者は無一文のその日暮 らしの労働者ではな く,住 居 を定あ,そ

こに一定の耐久財を整備 し,家 計を成立させ,町 会費や税金す ら納 め,小 家族

としての長期の見通 しを もった,そ して自由で私的な生活を組み立てようと志

向す るようになる。 この場合,住 居 は,こ うした私生活の砦であ り,地 域 との

交際の拠点となる。企業 は中核的にはこうした生活を組み立て得 る 「信用ある」

労働者を保証人や学歴などを目安に雇用 し,ま た国家は戸籍,住 民登録,義 務

教育制度,選 挙制度,大 衆課税などを通 じて,こ れ らの層 を社会 の構成員 とし

て把握 し統合 しようとしたのである。

もちろんこの場合の定着性,安 定性は相対的なものである。労働者は家族を

形成 し,職 場に帰属 し,地 域社会に帰属 し,国 家に帰属す るが,身 分 と土地へ

の人々の緊縛によって社会が成 り立 っていた時代に比べれば,そ れ らの帰属 は

短期的であり変更可能な緩いものと考えられる。 また,近 代社会 においては,

身分制度のような一元的な社会への帰属ではな くて,職 場,家 族,地 域 などそ

れぞれ異なったチャンネルを介 しての多様な帰属である。例えば図1に 示すよ

うに,個 人 は多様なチャンネルを介 して社会へ帰属 し,統 合されるが,あ るチャ

ンネルからの社会への接合 に失敗 して も,他 のチェンネルか ら社会に接合す る

ことによって,「安定」 した社会構成員 となるということが あ りうる。た とえ
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図1

個 人

↓

《出生 ・結婚》

家族集団への帰属

/ 消費の共同 相互扶助

《就職》

職業集団への帰属

(社会保険 ・会社身分証明)

収入

福利厚生制度

職場の友人 《戸籍》

眠
《定居》

地域社会への帰属

墓 ・法事 親類関係

(住民登録 ・公教育 ・国民保険)

近隣関係 地域施設利用

商店利用,顧客としての信用

金融機関(貯 金通帳)

国民 としての帰属

(納税 ・法的規制 ・保護)

《》 はそれぞれの集団への帰属の契機

Oは 帰属か ら派生す る具体的帰属証明

その他それぞれの集団に帰属することに

よってもた らされるさまざまな利益や社

会関係を例示 した
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ば,単 身で地域 との関連性が薄 くて も職場への帰属が明確であれば,「 安定」

した個人 として社会に帰属 しうる。逆 に失業 して職場を失 って も,家 族 や地域

の支えと国家の社会保障によって,「定居的」に生 きてい くこともある範囲で

は可能であろう。 いずれにせよ,こ うした多様なチャンルを介 した緩いもので

あるが,労 働者はそれなりの生活構造を確立 させ,社 会の構成員 としてそ こに

統合される。失業,転 職,離 婚,転 居 といった不安定要因を基本的 には抱 えな

が らも,と りあえず 「定居」 した住民 として安定 した生活を営む ことにな るの

である。

このような基本的には不安定な労働者の 「居住の安定」,社 会構成員 として

の統合の対極に,こ こでの 「居住の不安定」がある。それはしたが って,貧 困

のある深化 の過程で,こ のような労働者が歴史的に獲得 してきた 「居住の安定」

=緩 い社会への帰属す ら失 った人々が形成 される,と いうことを意味 している。

つまり,す でに指摘 してきたような労働や家族 か らの排除を含 めて,「 居住の

不安定」は一般の労働者が確保 して きた 「安定 した生活」の享受,そ こに統合

されている社会か らの離脱,切 り離 しを含んでいるのではなかろうか。一般的

な貧困か ら区別 されて特に 「居住の不安定」が問題 になるのはここにその意味

があると考え られるのである。

3東 京における 「居住の不安定」 と社会福祉 の展開一前史

さて,以 上のような限定で 「居住の不安定」をとらえて,そ のような貧困へ

の社会福祉の対応を検討するわけであるが,ま ず本題 としての戦後のいわゆる

「社会福祉段階」におけるその検討 に入 る前に,前 史 と して,戦 前期 における

東京の慈善 ・社会事業が 「居住の不安定」を伴 った貧困にどう対応 してきたか

を,お おまかにあとづけておきたい。

戦前の東京 におけるこの種の問題 は,荒 っぽ く整理す るとほぼ3つ の時期の

問題に代表 してとらえうると考えられる。第一は,幕 末か ら明治前期の封建体

制の崩壊 と身分諸階層の解体 による 「居住の不安定」の都市への滞留状況の発

生であり,第 二は,明 治後期か ら大正にかけてのゲ都市における産業の発展 に
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応 じて農村からの労働力移動が本格化す ることによって生 じた移動労働者の不

安定就業 と 「居住の不安定」問題,第 三は,昭 和恐慌期の失業問題 の深刻化 と

いわゆる 「ルンペン」の社会問題化の時期である。先 に述べた意味での 「安定」

した労働者生活が東京に定着 し始めるのは,第 二の時期以降 と中川清は指摘 し

ている(文 献29)が,そ の意味で近代社会の 「居住の不安定」が明確になるの

は,第 二期以降といってよいのかもしれない。

(1)仙 救規則 と行路病人 ・行路死亡人取扱法

さて,こ うした 「居住の不安定」状態への明治政府の国家 としての当初 の対

応 は,「居住の不安定」化をもた らす土地や身分からの 「切 り離 し」 を取締 り,

「離れた人」は元の土地に返すという 「脱籍者取締政策」 と,近 代国家 と して

の戸籍を基礎におく救貧対策の両面か ら行 われよ うとした。 例えば慶応4年

(1868)に は,相 次いで出された大政官布告等 による脱国者,脱 走者の取締 と

ともに 「鰹寡孤独廃疾 ノモノヲ欄ムベキ事」 などの救貧の規定が出された。 さ

らに明治2年(1869)に は 「戸籍 ヲ明ニシ無籍者 ヲシテ入籍セシム」 こと,明

治4年(1871)に は廃藩置県とともに戸籍法の制定によって脱籍者 には人民 と

しての保護が及ばないことが示 された。すなわち,近 代国家としての国民=社

会構成員の掌握 と,そ れを基礎に した救貧が謳われたわけである。 しか し,国

家の救貧政策 は,明 治7年(1874)の'血 救規則に示 されているように 「人民相

互の情誼」 に基づ くものであり,あ くまで家 と地域での相互扶助 を前提 とし,

そこか ら排除 された 「鰹寡孤独廃疾」の人々に限定されていた。 この 「鰹寡孤

独廃疾」の人々は家族か らも地域か らも切 り離 された,そ の意味での 「居住 の

不安定」性をそのうちに持っにもかかわ らず,戸 籍条件を付与 していたとい う

矛盾に注意 しておきたい。 この意味で も,ま たそのきわめて低い救済水準や国

家の前に市町村における救済を義務づけていたことからいって も,こ の規則 は

救貧 としての実効性 はきわめて薄かったといわれている。 む しろ実態的には,

「居住の不安定」な人々を対象 とした救急的な行路病人対策 によって補完 され

ねばな らなか った。 この行路病人対策 は,明 治4年(1871)の 行路病人取扱規

則,明 治15年(1882)の 行路死亡人取扱規則をへて明治32年(1899)の 「行路
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病人及行路死亡人取扱法」 となって完成 し,今 日まで至 っている。 ここで 「行

路病人」 とは,歩 行 に堪えない行路中の病人で救護するものの無い人々をいい,

また 「行路死亡人」 とは行路中の死者で引き取 り手の無 い者をさしてお り,必

ず しも貧困対策ではないわけであるが,実 際上は 「居住の不安定」な貧困状態

の人々がその中心になったことはいうまで もない。また内務省令は 「準行路病

人」 という行路病人に準 じた扱 いをすべ き者 も定め,行 路病人の同伴者 は もと

より,「住所居所な く若は不明なる者 にして取 引者な く,警 察官署 に於て救護

の必要 ありと認め引き渡 されたる者」を広 くその対象 としていた。(文 献6)

すなわち,「居住の不安定」な人々は病気になった時だけ,警 察の認定 の下 に

「行路病人」 として救済され る途 があ った といえよう。 さらに,こ の法律 は,

外国人の内地雑居の開始によって外国人の行路病人 ・死亡人をも組み入れたも

のであったことに注意 しておきたい。なお取扱規定では費用 は本人 ・扶養義務

者に負担能力が無い場合 は本籍地地方税より支弁す ることとなっていたが,32

年 の法では最終的には救助する所在地の府県の費用負担 となって,実 際上 「居

住の不安定」な人々の 「本籍地や住所の確定」が困難であった経緯が うかがえ

る。ただ し,東 京など大都市部では府の費用負担が次第に大 きくなってい った

ので,国 庫支弁要求が高 まり,大 正4年(1915)原 籍,ま たは住所不明の行路

病人 ・死亡人の救護費のみ国庫か ら補助す ることが決あ られた。

(2)養 育院

このように,国 家の対策 は戸籍の明 らかな社会構成員への救済を建て前 と し

なが らも,実 際には 「居住不安定」な人々の一部を 「行路病人」 として限定 的

に救済するもので しかなかった。 しか し,む ろん問題がそれで糊塗され るもの

ではない以上,そ れぞれの地方における公民の救済が代わって対応する しかな

かった。東京の場合それはまず,江 戸期の 「七分積金」に源流を もっ 「養育院」

を中心 とする収容救済 として展開されたことはよく知 られている。 すなわち,

天明の大飢饒を契機 として松平定信によって創設された備荒制度 としての 「七

分積金」はそれが江戸町民の積金である経緯か ら 「町会所」によって管理運営

され,幕 末か ら明治初期にかけてもその救済が続いていたが,明 治5年(1872)
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に東京営繕所(東 京会議所)に 引き継がれた。 この明治5年 にはロシア皇太子

の訪問が予定されてお り,近 代国家 としての体面上,そ の前日に市内の 「乞食

浮浪の徒を一掃するため一斉刈 り込みを行 い(管 内の ものは追 って復籍せ しめ

ることとし,管 外の ものは放逐 し)本 郷加州邸内を仮収容所に二百四十人を収

容 し」(文 献26②P.31),営 繕所経営の養育院がスター トした。翌年上野 に移

転 し,仮 施設を脱却 してか らは,養 育院設置を各戸区長に通達 し,ま た窮民へ

の米銭の支給を非常時以外は廃止 して,救 貧 は基本的に養育院収容によって行

うこととなった。 こののち経営主体の変遷があるが,戦 前期の養育院の救済 は

基本的にその財産か ら生ずる利子 の範囲を目途 として進あ られた。養育院百年

史年表稿によれば,「乞食」の強制収容,棄 児,行 路病人の収容,病 者 ・障害者

の収容などの他,類 焼窮迫者などへの対応 も行 っているが,「 隠売女の収容 は

断る」 と記述 されている(文 献26②P.43～47)。 また無籍者 に限 って死亡者

を東京医学校へ解剖 のため譲 り渡 している。なお,営 繕所 は養育院のような収

容施設の他,労 働能力を もった壮健者への工作場の設置,日 雇会社 の設置を具

申 し,さ しあたり日雇会社を設立するが 「乞食の労働者化を目指す会議所の意

図 と,従 来の人入 れ家業 の幣を脱 し得 ない日雇会社 との食 い違 いによ って」

(文献12-p.85)挫 折 し,こ れを養育院内に取 り込み,力 役場 とな した。 この

ように,養 育院は,ほ ぼあらゆる 「居住の不安定」,「極貧」 に対応するもの と

して,そ の収容範囲や機能を拡大 したが,そ れに伴 う経費拡大が経営を圧迫 し,

それがついには入所者の制限を招 くことになるのである。

この入所者の制限 は,経 営主体の変化 ともか らみなが ら,何 回か にわたって

行われたが,① 労働能力のない 「螺寡孤独廃疾」の者のみに限定(明 治14年),

② 東京 に本籍を持っ者に限定,と いう二っの制限(明 治19年)が 中心 になっ

た。前者については,こ れによって 「養育院の救貧院としての役割は14年をもっ

て幕を閉 じた」(文 献12-p.87)と 隅谷三喜男 は指摘 している。 いずれにせ よ,

ここで養育院も,価 救規則のように,本 籍は明 らかだが身寄 りの無 い独 り者 の

労働無能力者 というきわめて限定 した範囲に対象を絞 り込むわけである。 しか

しこれとは別に,実 は行路病人,棄 児は,終 局的には府費 によ って支弁 される

者,っ まりは府か らの実質的委託をうけた対象 として別扱いで受 け入れていた。
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っまり,東 京に本籍を有する 「鰹寡孤独廃疾」の窮民=養 育院の基本財産の範

囲で救済 される者,と 行路病人=府 費によって救済 される者,の 二本建て にさ

れたのである。 これを整理 したのが明治23年(1890)東 京市への移管直後 に出

された入院規則である。東京に本籍がある者 という規定はその後 「二年以来本

市の居住者」 という規定にかわり(明 治33年),さ らに救護法 の施行 を受 けて

「一年以上居住者」(昭 和8年)と 対象範囲が緩和 されていくが,そ れで も府費

のついて くる行路病人以外が入院するのはむずか しかったようである。 これに

はもちろん麺救規則が国費の前に義務づけていた区町村の救済費の支弁が渋 ら

れがちだ った点 とも関連 している。特に大正か ら昭和にかけて地方か ら求職者

が上京 してす ぐに困窮するような状態がふえていくにっれ,二 年,一 年の居住

証明す ら困難な 「居住の不安定」者が生まれて行 くが,こ れ らの人々を各区 は

行路病者 にしたてて警察か ら養育院へ と運んだといわれている。養育院在院者

中行路病人が増えて行 くのは,こ のような 「方便」がさかんにっかわれた こと

とも関係 していよう。(文 献11-p.57)

(3)労 働宿泊所(簡 易宿泊所)

さて,養 育院か らも放逐 された労働能力のある人 々の 「居住 の不安定」 は,

明治末期 ごろになると,地 方か らの求職者を加えて肥大化 し,他 方 で 「居住 の

安定」をっかみかけていた労働者層 と明確な区別がっけられはじめる。 このこ

ろか ら 「細民」 という官庁用語が生まれるが,こ の細民には 「定居的」 と 「不

定居的」細民の区別がつけられた上で把握されていた。それは住居の区別 とい

うよりは,「定居」 して生活の本拠を確立 しようとしていた細民層の出現が そ

れとの区別をっけることを要請 してきたか らであり,お そ らく施政者にとって

もこのような区別が必要になってきたことを示 しているともいえよう。例えば

東京市 は 「定居的細民」を 「借家居住の細民でその生活の本拠が確定的で,お

おむね家庭的生活を営むを常態とする」 とし 「不定居的細民」 は 「生活の本拠

不確定で,家 庭生活を営む ものは少ない」 として,「 之等 は或 いは場末 または

木賃宿 に或は船舶に口を糊す ものにして,然 らざれば浮浪 の徒なり」(文 献20)

と木賃宿,船 舶(水 上生活),浮 浪の三種類の代表例をあげている。 この 「不
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定居的細民」は大正9年 調査では,木 賃宿止宿者は1万 人,浮 浪者4000人,水

上生活者15000人,合 計1万5千 人強 と概算 されている。 このうち,木 賃宿 は

人夫を中心 とす るいわゆる 「自由労働者」,水上生活者 は 「俗 にいう艀船頭 の

類」であって,と くに前者は独身が多 く,借 家にも入れず,家 族 も形成 し得 な

いが,不 規則な労働を介 した社会への帰属だけはなんとかな しえている層 とも

解釈で きよう。 これに対 して 「浮浪者」はこの労働す らできない層 として,区

別 され把握 されたようである。現在 において も,山 谷の ドヤ止宿者 と新宿駅 な

どの路上生活者 との区別を 「労働者性」 においてっけることに山谷関係者など

はひどくこだわる傾向があるが,そ れと類似 した区別 は,す でにこの ころか ら

あったようである。 ともあれ,こ の中で最 も多数を占めていた木賃宿その もの

は,明 治の初めのほうがむ しろ数 は多か ったが,そ れは長屋 と区別 されえない

ような存在であったのに対 して 「明治末期以降その地域性 と多様性 を喪失 し,

『男子独身者の宿」 とされるほどその性格が限定されてきた」(文 献28-p.119)

と中川清が指摘 しているような 「特殊」 なものとしてこの頃には存在すること

になったわけである。

木賃宿 については,す でに明治20年 に警察令 「宿屋営業取締規則」によって

営業地指定の政策がだされている。 これは防災上,衛 生上の理由などを口実 に

は しているが,「『身分地域制』 とでもいうべ き存在であり,明 治政府のゾーニ

ングの思想である」 と都市計画の立場か ら述べ られている(文 献31-p.46)が,

次第 に市域がその ものが拡大 し,市 部,特 に工場地区である本所 ・深川を中心

に発達す るようになった。 また,営 業地の指定をのがれて交通や労働に便利な

ところに立地するたδ6,「安宿」の分類になっていたが,実 質上 同 じ様な機能

をはた していた宿屋 もあったといわれている。 このような木賃宿に止宿する労

働者層は,東 京における工業の発達が地方か らの求職者を誘引す るにしたが っ

て補充されて行 くが,こ れ らの人々への社会事業 として現れたのが,職 業紹介

所 と労働宿泊所であった。 これには求職活動 における 「桂庵」「寄 り子業者」

など私的職業紹介の問題性が指摘 され,公 的な失業救済の必要性が叫ばれた こ

とが背景 にある。 また職業紹介所 と宿泊所がセットとしてとらえ られていたの

は,求 職者 の多 くが 「居住の不安定」 状態 にあ ったか らであ る。 か くして,
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「養育院」か ら放逐 された労働能力ある人々の一部 は,と りあえず この宿泊所

政策の対象 となった。

東京における労働宿泊所(簡 易宿泊所)は,明 治34(1901)年 に浅草本願寺

輪番長大草恵実が始めた本所若宮町無料宿泊所に始まるとされている。明治39

年(1906)に は,救 世軍神田三崎町の無料宿泊所,43年(1910)救 世軍浅草黒

船町無料宿泊所,44年(1911)に は浄土宗労働共済会の深川宿泊所などが設置

され,ま ず民間事業 として展開された。公的なものは,明 治44年(1911)に 浅

草,芝,続 いて大正元年(1912)神 田,大 正2年(1913)小 石川のそれぞれに

市営職業紹介所が設置された時に宿泊所が付設 された。なお,市 営職業紹介所

および宿泊所 は大正8年(1919)に 東京市に社会局ができるまで養育院が管理

事務を行 ったことに注意 しておきたい。市営宿泊所は基本的に単身者の 「一夜

に限 り滞留を許 さず」 という一泊主義で,実 費支払=有 料を原則 と し,料 金 は

木賃宿のほぼ半額程度であった。 また,病 気をもった者,泥 酔者 は断 ることに

なっていた。 これは,市 営宿泊所が失業者ではなく職業 は不安定ではあるが一

応健康な 「自由労働者」の臨時的な宿泊にだけ対応 しよ うとしたためと考え ら

れよう。 したが って,少 ないとはいえ賃金収入が前提 とされていた。 しか し,

実際は収入のない場合 もあり,こ れがために練炭製造などの授産事業を併設す

るところもあった。 この場合,授 産はあくまで宿泊所 の実費有料主義 と結 びっ

いていたのであって,救 済の一部 として労役があったわけではない。 また,行

路病人とも認められず,ま た木賃宿や公営の宿泊所で も宿泊を断 られた病気 の

労働者を浅草市営職業紹介所において 「病人宿」 と称 して宿泊,食 物,診 療 を

給付する試みが大正4年(1915)の 冬期になされたことが記録されている(文

献26-p.166)。 これは前年養育院が本所緑町で試みた 「病人宿」 の続編で,

凍死者を予防するものであったとされている。後に述べる戦後の山谷労働者へ

の越冬施設に連 なるものともいえようか。 また,小 石川紹介所には浮浪少年 ・

少女を保護す る児童保護所 も付設 され,児 童相談所の前身 となった。 これ らは

当時の 「居住の不安定」 も決 して健康な自由労働者 と行路病人 にだけ限定 され

なかったことを示唆 していよう。

さて,こ のような労働宿泊所(簡 易宿泊所)は 関東大震災 によっていったん
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破滅 したが,そ の復興事業の中に再建が位置づけられ,大 正14年 の富川町宿泊

所を皮切 りに,田 中町,向 島,江 東橋,芝 浦,龍 泉寺,浜 園,千 田町,三 好町,

新宿 の10ヵ 所の有料宿泊所が昭和6年(1931)ま でに建設 された。 ちなみに,

震災 による 「居住の不安定」の一時的急増 に対 しては,公 私(社 会事業団体及

び個人)の 建設 したバラック111ケ 所 と宮城外苑のテント収容所 が東京市社会

局 と区役所の管理の下 に対応 したが,こ のバラック及びテントの取 り壊 しに際

して,独 身者にっいては,宿 泊所への収容が依頼 された とい う過程 もあ った。

本格的な住宅供給による再建は,郊 外への地域移動などを伴 うため,日 雇 いな

どの不安定労働者で しかも家族を もたないものには適さない,と いう判断があっ

たようである。

ともあれ,こ のように宿泊所が再建されたが,す でに震災前の大正9年(1920)

経済恐慌,大 正7年(1918)米 騒動をへて,昭 和2年(1927)金 融恐慌,昭 和

4年(1929)世 界恐慌 と続 く経済不況によって失業者が増大するにつれ,有 料

宿泊所ではその救済ができな くなっていった。 このため一方では様々な応急的

失業対策事業が計画 され,他 方では市費,渋 沢家寄付金,三 井家義金に基づ く

内務省交付金によって無料宿泊所が多数建設 されることになった。 すなわち,

市営では浅草一泊所,深 川一泊所,芝 一泊所,足 立一泊所が これである。 また,

千住の橋下に大伝馬船4隻 をっけた救世軍の箱船屋,天 照園バラック,上 宮教

会のテントなど民間事業が東京府救護委員会(東 京府,東 京市,警 視庁,商 業

会議所)や 東京府の委託をうけて行 った屋外居住者の厳冬期の仮設宿泊所によ

る臨時的救済 も出現 した。 さらに市営では既設の龍泉寺宿泊所は単身婦人,母

子専用の宿泊所 に衣替えされ,ま た,民 間で も婦人,母 子,あ るいは父子を含

んだ ものもあった。 これまで単身男子 自由労働者を想定 していた 「居住の不安

定」問題の実際の展開が もっと複雑であったことが示 されたといえよう。昭和

8年(1919)度 の統計では市設14ヵ 所(有 料10ヵ 所,無 料4ヵ 所),民 間団体

44ヵ 所(有 料33ヵ 所,無 料11ヵ 所)で7000名 強を収容 していた,と されている。

なお,無 料有料を問わず,食 堂の設置(業 者への委託 ・低額供給),診 療施設 と

の連携 共済制度(一 泊 ごとに1銭 の拠出),預 金救護(無 料宿泊所,婦 人宿泊

所の要保護者への東京市か らの救済金)な どが考慮 され るようになったことも,
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求職のための宿泊事業か ら,よ り生活全般の救済的になっていかざるをえなかっ

たことを示唆 している。(文 献19)

(4)救 護法 と 「ルンペン」問題の解決策

昭和 に入 ってか らの深刻な経済不況は,上 に述べたような無料宿泊所,厳 冬

期仮設宿泊所 の増大,宿 泊か ら生活全般の救済への変化をうなが したが,む ろ

んそのような宿泊所が 「居住の不安定」な人々の全てに対応 しきれたわけでは

ない。む しろ多 くは宿泊所 にす ら入れず,公 園や軒先や路上に夜を過 ごさざる

をえない状態 にあった。 いわゆる 「浮浪者問題」 として,こ のような問題が官

庁や慈善 ・社会事業家の関心を引いたのはすでに明治末期 ごろか らであり,大

正9年(1920)の わが国初の国勢調査では 「浮浪者」の調査が付帯 され,特 に

東京では大正11年(1922)か ら多 くの 「浮浪者」調査が取 り組 まれた。しかし,

昭和にはいってのいわゆる 「浮浪者」の増大 は失業との深 い関係を顕在化させ,

怠惰ではな くて,失 業からやむをえず 「浮浪化」 していくという見方 も強 まっ

てか 「ル ンペ ン」 とい う用語が盛んに使われた。いわゆる 「失業者のル ンペ ン

化」 というとらえかたである。上記の東京都調査によれば,屋 外で夜をすごす

人々は大正11年(1922)に は253名 であったものが昭和5年(1930)に は1799

人 になっている。労働宿泊所(簡 易宿泊所)関 係者を中心 にこの 「ル ンペ ン」

問題への解決策の模索が本格的になされるようになるのはこのころだといって

よい。

このような中で,昭 和4年(1929)に 成立 し7年(1932)に 施行 された救護

法は,仙 救規則があいまいに していた,公 的救済の義務,救 護費用 の国庫,都

道府県,町 村の分担,救 済の種類と方法などを明確なものとし,ま た救護 の機

関を居住地の機関 とおいた上で,さ らに居住地の明 らかでないものは現住地の

市町村が行 うことも明記 され,公 的救貧 としての体裁を整えたといわれている。

しか し,当 時最大の問題であった失業者などの労働能力者は排除され,あ いか

わらず高齢者,障 害者,子 どもなどの範囲に限定 された。 このため,「ル ンペン

問題」の解決 を模索す る人々にとっては救護法はほとんど意味をもたないもの

であった。 この点にっいて東京市の臼井清造は 「現在濱園(宿 泊所 一著者)を
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中心 として幾百 と群 れ るル ンペ ンの中その救護 に該 当す る者 は暁の星 よ りも少

ないので はあ るまいか。況 や宿泊所 の居住 を以 って所謂 『居住』 とみ とめ られ

ざ るに於 いておやで ある」(文 献2p.31)と 述 べて い る。 上 宮教 会 の高 木 武 三

郎 も救護法の救済範囲 の規定か らお して 「ル ンペ ン」 の15%し か救 護 法 に救 済

され な い と推定 してい る。 さ らに高木 は,「 ル ンペ ン」 は新 聞 や 演 芸 に も取 り

上 げ られ,今 や 「時 代 の寵 児 で あ る」 と した うえ で,し か し失 業 対 策 は な く,

救 護 法 に よ って も救 わ れ ない 「ル ンペ ン」 を救済す るの は民間社会事業 の役割

で あるのに 「諸子 は余 りにル ンペ ン救済 に冷淡 ではないか。 チーチーパ ッパば

か りが社会事業の全部 ではな い」(文 献14-pp,37～38)と 叫 んだ ので あ った。

高 木 の い うよ うに,失 業対 策 もな く,救 護 か らも見放 され た 「ル ンペ ン」 の

救済 は,実 際 は市営,民 営 の無 料 宿 泊 所 と警 察 に委 ね られた。警 察 は警 察犯処

罰令 に基 づいて 「ル ンペ ン」 の大集団化 を防 ぎ,「 居 住 の 安 定 」 した一 般 住 民

か らの苦情 に対応 し,ま た厳 冬期 の救 済 を 目的 と して いわゆ る 「ルンペ ン狩 り」

を行 って いるが,こ れ らの 「か りこ まれ た」 人 々 はほ とん ど無料宿泊所 に引 き

渡 された とい う。 したが って 「ル ンペ ンの集団 と町民 の迷惑 と警察のル ンペン

狩,そ の ル ンペ ンを引 き受 け る社 会 事業団体 とは相互関係 の下 に同一過程 を繰

り返すのであ る」 と本谷久二 は述 べ て い る(文 献35-p.85)。 こ う した 中 で,

「ル ンペ ン」 の更 生 策 と して の移民や労働者更生事業 などが一 部 の社会事 業家

な どか ら提案 され初 め,そ れが一 部 で は試 行 され るが,結 局 戦 争 に よ って全 て

が 「解決 」 されてい くことにな った。戦争が失業者 を減少 させ たか らで あ り,

戦 時 体制 の労 働 力 動 員計 画 にお いて は,「 住 居 の不安 定 」 な人 々 も社 会 構成 員

と して吸収 され るという皮肉な結果 とな ったか らであ る。

4戦 後東京 における社会福祉 の転換 と 「居住の不安定」一昭和20年代

以上のように,戦 前の慈善事業 ・社会事業の展開は,な によりも貧困への予

防的社会施策,た とえば労働保護立法や失業保険などをほとん ど欠 いたまま,

「救貧」対策,し か もわが国の場合は家族や地域 との関係 を無 くした,い わゆ

る 「鰹寡孤独廃疾」 に限定されたそれに終始 したといわれる。 しか もその救済
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は 「戸籍」にこだわるという意味でさらに矛盾 に満ちたものであった。その中

で,「居住の不安定」を伴 う貧困は,一 方で 「行路病人」 として養育院への収

容が対応 し,他 方で労働能力者へは一泊主義の 「労働宿泊所」や冬期宿泊所が

臨時的に対応 した。「定居」的な都市勤労者層が形成 ・定着 を深 あるそのか た

わらで,そ の鮮やかな対比 として,「居住の不安定」 を伴 うよ うな極貧だけが

注目され,限 定的ではあるがここに戦前東京の社会事業の一っの中心が あった

ことは確かであろう。

それでは,戦 後東京の社会福祉はこれにどう対応 したのであろうか。戦後 の

社会福祉の展開は現段階か ら回想すれば,「救貧」か らの脱皮,「一般住民」 へ

の福祉への転換過程であったといわれている。 とりわけ東京はその転換に敏感

であり,昭 和39年 の地方自治法の改正 を契機 とした 「住民に身近な行政」 の展

開の先取 りを初 めとして,昭 和60年 代の 「在宅福祉」へむけて社会福祉の 「一

般化」を着々と進あていったのであるが,そ の中で,大 都市問題 と して現れや

すい 「居住の不安定」を伴 う貧困はどのように対応されていったのであろうか。

ここでは,ほ ぼ次の三っの時期 に着 目して,こ れを検討 したいと思 う。 第一 の

時期は終戦直後の近代的な社会立法の整備過程 と,こ れとは別に大量の 「居住

の不安定」への現実的な対処をせまられた昭和20年 代,第 二 は社会保障の本格

的な導入の下で,昭 和35年 の保護施設再建計画 に代表される,近 代的制度 にあ

わせた対象の整合化をはかろうとした昭和30年 代,第 三 は福祉事務所,施 設 の

区移管を契機 として 「身近な福祉行政」が始め られた昭和40年 代である。 この

40年 代に,東 京における社会福祉の 「居住の不安定」を伴 う貧困への基本的な

態度=「 行政になじまない特殊な対象」 という姿勢が形成されたと筆者 は考え

ている。そしてこの 「居住の不安定」へのこの対応 を基礎 に,50,60年 代 には

身近な市区町村での 「在宅福祉計画」 が所得制限を設 けないとい う意味での

「普遍主義」 と結びっきつつ,「一般住民」を対象に展開 されていったのである。

(1)生 活保護法 における 「一般性」 と 「居宅原則」

戦後における 「近代的」社会保障 ・社会福祉の出発点は,昭 和25年 の新生活

保護法の制定にある,と いわれている。 この生活保護法 は,戦 前の血救規則,
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救護法がその対象を 「鰹寡孤独廃疾」 の範囲に限定 し,家 族や地域での扶養を

第一 においたのに対 して,① 国民一般を対象 とし,② ただその生活困窮に応

じて,例 えば労働能力者で も現実に失業などで生活が困窮 していれば,ま た③

家族扶養は前提ではあるが,そ れが現実になければ保護 の対象 となる,と い

う意味で 「一般化」 された公的扶助制度であった。すなわち,労 働能力や家族

扶養,本 人の品格といった 「選別基準」は取 り去 って,た だその経済的困窮度

のみで対象を把握 したのである。戦前の救済方法か らみれば,明 らかに 「普遍

的」 な方法へ転換 したものであり,後 に整備 される社会保障の他の方法原理 と

共同 して国民の生活最低限を維持 しようとするものであった。また,生 活保護

法 は 「居宅原則」「世帯単位原則」を採用 し,普 通に居宅で生活 している世帯

全体への,経 済的に困窮 したというそのニーズだけに対応す る保障制度 という

性格 も明 らかにした。戦前の救貧対策が排除 してきた 「居住安定」的な貧困へ

の本格的な対応が示 されたといえよう。

それでは 「居住の不安定」な貧困をこの制度ではどのように対象 に したか。

周知のように,生 活保護法では国籍 と 「居住地」が大前提であり,こ れが明 ら

かなときにその居住地の都道府県知事,市 町村長が実施責任を持っのが一般的

である。 これは生活保護の費用負担が国のほか当該自治体 にも課せ られている

ことと関連 しているといわれている。 この場合,「 居住」 とは,住 所 と同一で

はなく,本 人の事実上の 「すまい」のある場所をさし,客 観的な居住の事実が

あればよいとされている。 これが不鮮明の時は,住 民登録などの形式的証明が

あるか,あ るいは帰住できる家族があるか,さ らには勤務地があれば,そ こを

居住地 としている。つまり先に述 べたよ うに,「 居住」 があるということは,

家族,労 働の場,地 域への 「帰属」 を指 しているので,い ずれかがあれば現実

に住居が不鮮明で もよいということである。ただ し,貧 困にはこのような 「居

住地」が明 らかでない場合=「 居住の不安定」があるということも,こ の制度

には織 り込まれている。すなわち,「居住地がないかあるいは明 らかでない被

保護者であって,そ の管理に属する福祉事業所の所管区域内に現在地を有す る

もの」および 「急迫状況にあるもの」 とい う補足である。

「現在地」 とは 「保護を必要 とする状態の現に発生 して所在 している場所」
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であり,「保護を開始する場合の瞬間的事象の場所」 の意味で あ り,現 在地 に

住居をかまえたり,入 院,施 設利用の保護を開始すれば,現 住地 もしくは入院

先が 「居住地」となる。 したが ってこの 「現住地」を最大限利用すれば,「 居

住の不安定」な貧困 もほぼこの制度 に組み込 まれ うると考えられるが,こ の場

合 は,① 「居住の安定」を準備する転宅費などが現実の住宅条件か らみて十分

である,② 「現住地」の特定化が容易である,と いう条件が必要になる。特 に

② に関 しては,退 院先がないとかこれまでのアパ ー トを立 ち退か されるとい

う場合はともかく,「浮浪」状態 にあるときは,「現住地」の特定化す らむずか

しいといわれている。 また,実 施機関の姿勢 としても 「保護 は,居 住地の保護

を実施すべきであって,保 護費の終局的責任のない現在地の保護の実施機関 の

行 う保護 は,や や もすれば眼前の事象に眩惑 されてこれを誇大視 して行われる

傾向がある」(文 献5-p.309)の で,結 局は 「急迫状況 にある もの」 に限定

されざるを得ず,し かもこの 「急迫状況」 とは 「青壮年の如が無一物にな った

か らといっても直ちにこれに当らず,現 実に身体,生 命に危険がある場合 のみ

がこれに該当する」 とかな り限定的に解釈 されている。つまり,そ れまで住居

があることがはっきりしていたり,病 院 施設などか らの帰住先 の問題で あれ

ば,生 活保護法 も転宅費の範囲で 「居住の不安定」に対処 しうるが,そ こか ら

放 り出されて各地を点々とするような場合 は,「急迫状態」 にな ったときのみ

対応するということになるだろう。後者は戦前の 「行路病人」への対応 と類似

している。実際 生活保護法の成立によって 「行路病人 ・行路死亡人取扱法」

の対象者のうち要保護者にっいては,「生活保護法の保護 と全面的 に競合 する

だけでなく,そ の目的 も亦生活保護法の内在目的の中に完全に含まれている」,

したがって行路病人 ・死亡人取扱法は 「扶助について規定 している部分 に関す

る限 り生活保護法にほぼ吸収 されたとみることがで きよう」(文 献5-p.134)

と解釈 されている。

なお,国 籍要件は昭和21年(1946)の 旧法 にはなか ったものであるが,こ れ

が採用されたのは憲法25条 との関係であるといわれてい る。(文 献5-p.96)

その後,「準用」 という解釈で外国人にも開かれたわ けであるが,こ の場合 は

外国人登録書によって 「居住」を確認することが前提 となる。
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このように,生 活保護法は,一 方で国籍,居 住地を要件 とす る国民一般 の生

活困窮時の最低限保障として登場 したが,他 方で 「居住の不安定」な生活困窮

への対応 はかならず しも全面的なものではなく,保 護費の2割 を負担する自治

体の実施機関による 「現在地」の特定化や 「急迫状態」の解釈によってはそこ

か ら排除される可能性を少 なか らず残 したものといえる。

② 「浮浪者」「準浮浪者」「仮小屋生活者」などとその 「かりこみ」

以上のような近代的救済制度 としての生活保護法の成立,あ るいは戦前 には

なか った労働保護立法,失 業保険制度などのあいっ ぐ発足 にもかかわ らず,昭

和20年 代の東京はこれ らの近代制度が前提 とするような 「居住の安定」を欠い

た状況がむ しろ一般的であったことは皮肉といわねばならない。戦争によって

家を焼かれ,家 族 も職業 も失 っただけでな く,そ こに 「帰属」すべ き社会 その

ものが半ば崩壊 していたか らである。 このような 「居住 の不安定」 な貧困 は,

おおまかにいうとまず戦争直後の路上や地下道の 「浮浪者」問題 となってあ ら

われ,さ らに20年 代後半には河川敷やガー ド下など公有地を 「不法占拠」 した

「仮小屋生活者」「バ タヤ集落居住者」問題 として展開された。いわゆる 「浮浪

者」「仮小屋生活者」 として収容された人数の ピークは昭和27(1952)年 の約9

000強 であり,戦 争の影響だけでなく,む しろ戦後 のデ フレ政策 などで増大 し

た失業者 と結びっきなが ら20年 代を通 じて 「居住の不安定」が拡大再生産され

ていたことに留意すべきである。また,こ れらの 「居住の不安定」 と一般 のバ

ラック生活,壕 舎生活などの貧困との差 は相対的なもので しかなく,ち ょうど

中川清が指摘 したような,明 治期の下層社会 における 「定居的細民」 と 「不定

居的細民」の関係を想起 させる。すなわち,敗 戦によって一般の 「居住の安定」

自体が確保できない中での 「居住の不安定」であったか らである。ただ し,昭

和21(1946)年3月 に中央社会事業協会社会事業研究所が行 った災害浮浪者調

査によれば,「浮浪者」は配偶者が無いか死亡 したものが多 く,家 族 も無 く一

人でいたため,「壕舎を作る機会を失 った」のであろうと述べ,ま た帰農 しよ

うにも家が貧困で帰郷できないもの,所 持金 もな く,浮 浪前 も自分の家を持 っ

ていたものが少 くないなどの 「相対的」ではあるが 「より不安定」な状況を指
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摘 して いる。(文 献15)

な お,こ の調査 や 「か り こみ」 時 の聞 き取 りで 「浮浪 者」 のなか に 「正 業」

を もった ものや労働能力 のある青壮年層が多 く存在 して いた ことに注 目 し,行

政 当局 は これ を 「準 浮 浪 者 」 とい うカテ ゴ リーで識別 しようと している。 むろ

ん,「 正 業」 と い って も人 夫 や行 商,靴 磨 き とい った た ぐい の 不 安 定 な就労 で

あ るが,こ れ らにっ いて は,「 社 会事 業 対 象 者 と して 救 護 す べ き もので はな い

か と思われ る」(文 献15-p.31～2)の で,一 時 収 容 所 で 分 類 した あ と職 業 補

導 をなせば よい と指摘 してい る。 戦前 か らあ った労働能力者 と非能力者の区別

が ここで も登場 してお り,こ れが次 の項 で指摘 す る山 谷簡 易宿泊所街 とこれ ら

の人 々 との結 びっ きの端緒 とな るのであ る。

さて このような大量 の 「居住 の不安定」 を前 に して東 京都 が と った対 策 は,

生 活 保 護 法,ま た そ の前 身 と しての 旧生 活 保護法,さ らにそ れ に 先 立 っ 生 活 困

窮 者 緊 急 生活援護要綱 の適用 のf也 応 急 住 宅 建設,「 浮 浪 者 」 や 「仮 小 屋 生 活

者 」 の施 設収容,引 き揚 げ者 を含 め た宿 泊 事 業,東 京 へ の流 入 者 の制 限 な どで

あ った。中で も社会福祉 の分野 では,GHQの 要 請 もあ って,路 上 や 地 下 道 に

夜 を過 ごす 「浮浪 者」「浮浪児」 の 「か り こみ」 と称 され たれ た 「強制 収容 」

がむ しろ戦後 のス ター トであ ったとい って よい。 それは路上 で餓死す るような

状態への ともか くも緊急 の対応で あったばか りでな く,衛 生 防疫 上 の 観 点,ま

た 当然 社会 不 安 の増大 を 防 ぐとい うGHQな どの判 断 が 強 く働 い た といわ れ て.

い る。 昭 和20年(1945)秋 か ら始 ま った 「か り こみ 収 容 」 は,民 生 局,警 察,

受 け入 れ施設 関係 者 の連 携 の下 に,DDTな どの 防疫 が施 され た後,ト ラ ック

や ジー プで 「浮浪 者 ・児 」 を養育院 その他 の施設へ運 びこみ 「収容」 した。 こ

の年9月 か ら翌年3月 まで の養育 院 の 「浮 浪 者 」 収 容 数 は3603名,昭 和21年

(1946)度 は11442名 で あ った とい う。 また昭 和20年(1945)12月15,16日 に行

わ れ た上野 地 下 道 一 帯 の 「か りこみ」 では2500名 収 容 とい う 「社 会 事 業 史上 空

前 の事 業」(文 献22-p.43)と な った と表 現 され て い る。

こ う した当時の 「か りこみ」 が どのよ うな法的根拠 に基づ いて行 われたか は

不明であ るが,現 在 の 「街 頭相 談 」 は道 路 交 通 法,軽 犯 罪 法 な どが 根 拠 と され

て い る。 また当時の 「浮浪者調査」 では犯罪者予防法,更 生 緊急 保護 法 な ど の
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法的根拠が示 された資料 もある。なお,こ の 「か りこみ」の光景は当時東本願

寺更生会で医療に従事 していた東京大学医学部教授山本俊一によって次のよう

に詳細に描かれている。「今晩 「か りこみ」ガあるという指令が突然届 くのは

いっ も夜 になってか らであった。 ・… 午後10時 を過ぎた頃に,下 谷区役所

の前に,上 野警察署の警官,都 民生局の係員 ,東 本願寺更生会,養 育院など受

け入れ施設の職員など,各 種雑多な 「か りこみ」要員が,そ れぞれ大型 ジープ

に便乗 して集結 し,そ こで細 目の打ち合わせを行い,受 け持ち部署 と任務分担

を決ある。午後十一時三十分の上野駅発最終列車が発車すると,直 ちに上野駅

地下道にある各所のシャッターをすべて下 ろし,退 路を遮断 した後,ま ず警官

隊が入 って,通 路いっぱいに横たわって寝ている浮浪者に対 して,強 制収容 を

施行する。 ・… ここまでの作業が警察の担当であるが,そ れから後の措置

は都 ・区側の受 け持ちである。その作業 は分業になっていて,頭 髪か らズボ ン

の中までDDT粉 末を散布す るもの,予 防接種を行 うもの,浮 浪者 を各施設 に

割 り当てるもの,護 送用大型 ジープまで誘導するものなどである。 ・… す

べてが終わると,私 たち施設側要員は,割 り当て られた浮浪者を,そ れぞれの

施設へ護送す ることになる。 … これらがすっかり終了するのは明け方近 く

である。」(文 献 ・.137～8)

このような 「か りこみ」 は形を変えなが らも30年 代を通 じて続 くが,40年 代

の保護行政の区への移管後 は一部の区での不定期な街頭相談へ変化 してい くの

である。

なお 「かりこみ」 という対策の他,東 京への流入制限が昭和21(1946)年 の

都会地流入抑制緊急措置令として出されている。 またデフレ政策 による不況が

招いた農村か らの流入を抑制 し,「浮浪者」 を農村へ送 り返す ものと して昭和

26(1951)年 には上野駅 と丸の内都庁内の2ヵ 所に生活援護相談所を設置 し,

旅費を出 して帰郷の世話を したり,炭 坑などへの就職斡旋などを行 った といわ

れている。 これは法外援護の形であるが,「本来国策 を直接間接の原因 と して

発生する浮浪者に,大 都市のみが責任を負わねばならぬ理由はないという感情」

もあった(文 献23-p.4)。 この年だけで1万2千 件を扱 った と記録 されて い

る。(文 献25-p.24)こ の他,住 宅供給事業 は最 も本質的 な対応 であると考 え
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られるが,こ れが越冬用の応急住宅建設 に終始 し,な かなか十分には進まなかっ

たのは,連 合軍兵舎建設,炭 坑など傾斜生産方式による重点産業の基盤整備 の

ために資金 と資材が集中されたか らだと本間義人は指摘 している。(文 献36-

p.158)

(3)収 容施設 ・宿泊所 ・テント村

さて,「か りこみ」対策 は当然上に述べたようにそれを受 け入れる施設 を前

提 として,そ の協力の下になされざるをえないが,敗 戦によって施設 自体 も機

能できないものが多か った。また施設 といっても,一 時収容の宿泊所的な もの

と施設 との区別 もそれほどはっきりしていない。 さしあたりの 「収容」先 とし

ては養育院など戦前の施設の他,軍 事用施設,学 校,区 役所 など公共施設,寺

院などで焼け残 っているところを収容所 とし,さ らに上野などにはテン ト村 が

設 けられた。記録されているのは戦災者救援会深川寮,愛 隣会 目黒厚生寮,東

本願寺更生会,厚 生会館,忍 岡更生寮収容所,荒 川,淀 橋 の一 時収容所,な ど

であるが,こ の他,引 き揚げ者寮 もあり,後 に引 き揚げ者寮か ら宿泊所 に変更

された施設 もある。 しか し,「浮浪者」か ら 「仮小屋生活者」へ の変化 を伴い

っっ もなかなか減 らない 「か りこみ対象」を目の前 にして,た えず施設 の増大

が要請 された。「か りこみ」は 「施設」設置といわばセッ トで計画 されなけれ

ばならなかったか らである。 このためGHQは 旧軍用施設や物資配給を社会福

祉施設に優先的に割 り当てるという方針をうちだ した。 これを基礎に東京都は

「浮浪者かりこみ」や昭和20年 代後半か ら増えて くる 「仮小屋」 や 「バ タヤ集

落」の撤去政策の前提 として,旧 軍用施設や公共施設などを利用 した民間団体

の浮浪者収容受託を奨励 し,そ こに 「浮浪者」を割 り振 ってい くことになるの

である。

この場合,二 っの点に注 目しておかねばならない。一っは,当 初GHQは 公

的責任を強 くうちだ し,民 間施設の設置を抑制する方針を打ち出 していた。 す

なわち昭和21(1946)年1月 の 「救済福祉に関す る覚書」 は,私 設社会事業団

体の創設 ・再興に公的補助金を交付 してはな らないという趣旨を含む ものとし

て出された。 これに対 して厚生省は 「これを全面的に活用することが最 も緊急
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である」 として再三の折衝を重ねて,条 件付 きで民間施設への補助を可能 に し

たのである。 しか し,実 際問題 として東京 において終戦直後に機能 しうる社会

事業施設 は都内の養育院ていどのものであり,例 えば昭和初期に多数建設 され

た民間団体の労働宿泊所 はほどんど活動 を行 っていない,と 昭和22年(1947)

末 の報告では述 べ られている。(文 献21-p.44)そ こで,東 京都はいわ ゆる

「公設民営」 と称 して,施 設 と用地 は公共のものを用意 した上で,民 間団体 に

収容受託を奨励 していった。その一っの形 は,愛 隣会目黒厚生寮や新栄会富士

見寮などのような軍用施設の転換であるが,こ こに戦前社会事業にかかわ って

いた人材をあてはあたり,ま たその軍の施設で働 いていて,残 務処理を してい

た人に委託するような 「努力」 を行 ったのである。 さらに,昭 和21年(1946)

秋 には山谷の木賃宿経営者組合にテントなどを無料で貸 し付 けて収容を依頼 し

ている。6メ ー トル四方の約50の テントが張 られ,「厚生館」 と名付け られた

といわれているが,こ の東京都民生局の収容依頼を契機として現在の山谷簡易

宿泊所街が生まれるので る。 こうした雑多の形を含む民間施設の展開は,な に

よりも目の前の 「浮浪者」の 「収容」におわれた戦後の福祉行政のスター トを

象徴 している。東京都がなぜ最初か ら公営でやらなかったかは疑問ののこると

ころであるが,お そらく戦後処理 としての臨時的な対応 としてこの時期の 「居

住の不安定」問題の解決を考えていたか らであろう。 しか し,む ろん民間社会

福祉 としての資産の裏付けもなく,た だ委託するためだけに作 られたこれ らの

民間施設の経営 自体 も決 して安定 したものではなく,ま た暴力団や各種政治勢

力の争 いの場になることが少な くなか った。 このあたりの事情は前記山本の著

書 に詳 しいが,戦 前救世軍で働 き,戦 後浜川寮長を勤あた丸山彦衛 は次 のよ う

に回想 している。「終戦後東京都内には沢山の厚生施設がで きたが,左 翼や右

翼や暴力団の団体のゆさぶ りを受けて沢山の施設が荒 らされ,引 っかき回 され

て,民 間団体では施設長が追われて しまったり,公 立で も施設長がかわ って し

まったところが多かった。」(文 献37-p.257)

二 つ目は,先 に 「準浮浪者」 というカテゴ リーを作 ったことは述べたが,早

くか ら 「浮浪者」中の労働能力をもっ単身者への対応を本来の救済対象 とは区

別 しようとしていた。 これは戦前の労働宿泊所 と養育院の関係の再現であると
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いってよかろう。実際養育院では戦前の 「鰹寡孤独廃疾」状態の人々への処遇

へ戻 ることが主張され,青 壮年層に対 しては品川区にあった元公安局職員舎 を

利用 して東京都立浜川寮が創設 されることとなった。山谷への委託なども労働

者 としての 「居住の不安定」への対処であって,労 働能力者への区別があ った

と考えられよう。 しか し,い わゆる 「浮浪者収容施設」 と 「宿泊所」の区別 は

まだそれほど明確でな く,宿 泊所 も施設 も内容は似たりよったりのものであっ

たようである。たとえば戦前の公営宿泊所 は厚生事業協会管理になっていた5

施設が残 っていたが,ほ とんど長期滞在者であ り,「宿泊事業本来 の性格 は失

われている」状態であったという。東京都は昭和23年(1948)に 保護寮条例,

24年 に宿(1949)泊 所条例を出して,こ れ らの整備に乗 り出そうとしたが,そ

の本格的な整理は30年 代 に持ち越されるのである。

(4)生 活保護法による施設分類 と生活更生相談所の設置

以上のような雑多な施設 ・宿泊所が現実に展開されており,そ の経営 も不安

定なものであったが,先 の昭和25年 生活保護法においては,「 居宅原則」 を補

足するものとして保護施設が位置づけられ,し か も旧法 と異なってその種類 と

定義が明 らかにされた。種類と定義を明 らかに したのは,も っぱ ら 「専門性」

の発揮に根拠があると説明されている。すなわち,「居宅」 では保護の対象 を

類型的に限定 しない建て前をとるが,こ れを補 う施設はその設備や方法 に 「専

門化」 した相違があり,「取扱い対象」を定めることによって,そ の長所 を生

かせるからである。そこで,養 老,救 護,更 生,医 療保護,授 産,宿 所提供の6

っの施設種類が提示 されたが,こ の中で問題になったのは更生,救 護,医 療保

護の三っの種類の性格づけであった。特 に前二者は 「ほぼこれ らに該当する施

設 は現存するし,且 っ,こ れ らがいずれ も被保護者 の更生の上において他を以っ

て代えることので きない役割を果た していることは肯定できたのであるが現存

するものの多 くが必ず しも純粋な形態 において存在 しないため,他 と区別 され

る固有の機能が把握 されがたい」状態で,議 論を要 したとされている。(文 献

5-p,474～5)っ まり,実 際の 「浮浪者収容施設」に近 いが,こ れ とは区別

されるものとして,更 生は社会復帰可能なもの,救 護 は日常生活を平穏 に送 ら
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せることを目的とするもの,と いう区別をっけて分類 したのである。 なお ,宿

泊所 は生活保護か らはずれ,社 会事業法で2種 社会福祉事業 と位置づけられた。

こうした 「専門性」を基盤 とした分類 は当然施設の目的や機能から収容対象

を区切 ることを要求するが,実 際の 「収容」は 「収容対象」があって施設を作 っ

ていった,と いう矛盾があった。 ある場所 の 「仮小屋」撤去のために,あ る

「施設」を作 った,と いうのが実際の経過だか らである。 このため厚生省で も

「経過措置として既存の保護施設を新法に定あ られた保護施設の種類別 に整理

する必要がある。既存の保護施設中には,例 えば,養 老施設であ るか救護施設

であるか,又 は更生施設であるか宿所提供施設であるかが判然 とせぬよ うな も

のが若干存在する。」(文 献5-p.477)と 指摘 し,利 用者の入れ替えなど必要

な措置をとらねばならないという通知をだ したのである。 しか し,こ うした措

置はなかなか進まなかった。 これが30年 代初頭の保護施設再建整備という上か

らの強硬策 にっなが っていくのである。また児童施設と異なって,保 護施設最

低基準が40年 代までできなか った経過は,こ のような雑多な施設の存在 にあっ

たともいわれている。

特 に昭和20年 代半ばの東京 は,ま だまだ増える 「浮浪者収容」「仮小屋」撤

去のたあに 「施設」が急増 されねばならない時期であった。東京都の福祉行政

においても 「浮浪者保護事業」 という用語が公式に使われてお り,そ の中を専

門分化 して処遇するという段階にはまだなか ったといえよう。ようや く,昭 和

29(1954)年 暮になって先述の生活援護相談所が生活更生相談所 と改称 され,

専門分類の前提 としての 「資質鑑別」機能を取 り入れ,都 内全域を一元化 した

専門的な判定 ・措置機関が設置された。すなわち,「居住の不安定」者 に関す

る措置権だけを都知事が留保 した形で,作 られたわけである。 この3年 前 に福

祉事務所が設置されたばか りであったか ら,こ うした機関を別に設けることの

妥当性が問題になったが,そ れまでの現実 とは別に施設機能から対象を裁 断 し

ようとすれば,こ うした 「鑑別」→ 「判定」→ 「措置」→ 「収容」 とい う一連

の行為を一元的になしうる機関が不可避 とされたのである。



47

5社 会福祉 「一般化」への準備 一昭和30年代

(1)国 民皆保険 ・皆年金体制 と 「居住不安定者」の 「資質鑑定」基準

昭和30年 代 は高度経済成長へむけて国民生活の安定が政策問題 となり,ボ ー

ダーライ ン層 などの問題や,経 済成長が要請す るより広域的な労働力の流動化

という 「不安定」要因を抱えなが らも,一 般の国民生活 は 「居住の安定」 を確

保 し,戦 前にはなかった豊富な消費財を利用 した 「高度な消費生活」を享受 す

る方向性を明 らかにしていった時期である。 こうした国民生活一般 の 「安定」

を支えるものとして,国 民年金法,国 民健康保険法がまが りな りに も成立 し,

国民皆保険 ・皆年金 という社会保障体制がスター トをきった。 これらの社会保

障制度 は職域か地域への 「帰属」証明が前提であり,そ れが不安定な場合 はそ

の保障の枠組みか らこぼれ落ちざるをえないものである。 また,こ の年代 によ

うや く成立する公営住宅法においても,当 該地域への居住歴が問われ,保 証人

などを必要 としたか ら,「居住の不安定」の予防機能 はあるていど期待 で きて

も,そ の解決法にはならなか った。社会保障 ・住宅政策 はその一般的 フレーム

ワークの中で,「居住の安定」を前提とした制度体系 しか組めなか ったともい

えよう。

そうはいっても30年 代の前半はまだ 「仮小屋」撤去が続けられていた時期で

あり,「居住の不安定」が消滅 したわけではなかった。 しか し一般的な 「居住

の安定」の展開との対比の中で,「居住の不安定」な人 々 は 「特殊 な人 々」 で

あるという位置づけが次第 に強 くなり,し たが ってこの 「特殊」を十分ふ まえ

て,「近代的社会福祉」の方法=ケ ースワークを用いた 「処遇」 が必要 である

という声が高まっていった。先 に述べた専門的判定 ・措置機関 としての生活更

生相談所の設置が この契機 となったことはいうまでもない。 こうして,一 般 の

人々に比べて 「居住の不安定」 な人々の 「資質」の特徴とその 「分類」が問題

となり,そ の前提としての 「鑑別」がこの問題への 「近代化策」 として クロー

ズア ップされてい くことになる。 この点をよ く示 しているのが東京都が昭和31

(1956)年 に 「浮浪者等の落着先である都内の更生施設と宿所提供施設」26施
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設をとりあげ,こ の入所者3400強 ケースについて行 った調査 「要保護層の解剖」

である。

この調査では,「終戦直後の浮浪者 は,全 く受動的な立場で浮浪者 にな って

しまった者が多い」っまり 「終戦直後の浮浪者 と現在の浮浪者 とでは根本的に

相違がある」 という前提のもとに,い わば 「本質的浮浪者」 の 「心情力」「心

情質」に的を絞 った調査を,少 年鑑別所で採用 しているテス ト法を用いて実施

した。 この結果,調 査対象は 「一般人の場合に比 しやや知的に劣 る」が 「この

調査のみでは軽々しく速断」できないと述べながらも,総 合判定では健康 ・準

健康が4割,そ れ以外 は問題 ケースとされたのであった。(文 献23)こ こか ら,

生活更生相談所では更生の 「鑑別」基準 として5っ の基準を設 けた。第1種 は

6ヵ 月一1年 で更生可能なもの,第2種 は異常傾向が著 しく1年 以上の養護 お

よび補導を必要 とするもの,第3種 はきわめて自立困難ではあるが補導の可能

性が残されているもの,第4種 は軽度の身体障害者,第5種 は長期にわたる病

弱者,と いうものである。 しか しこうした基準に基づいて分類収容 していこう

とする方向は,現 実 にはうまくいかなか ったという。その原因として は,現 実

の雑多な施設の存在,生 活保護法の枠などが指摘 されているが,も っと根本的

には,「居住の不安定」がその時々の社会構造の中か ら多様な内容 を もって生

み出されるということと,あ る基準での 「分類」 ということとの間に矛盾が存

在 していたか らではなかろうか。 しか し,こ の時点では 「分類」 こそが この分

野での社会福祉の 「近代化」の方向であり,前 提であったわけである。

(2)保 護施設再建整備計画

以上のような東京都における 「浮浪者処遇」の模索と同 じ時期 に,生 活保護

施設全体の見直 し,再 編が厚生省の レベルで問題になっていた。それはすでに

述べたように,「か りこみ」によって現実に収容 した人 々へ対処 していた保護

施設の現状 と,生 活保護法 による施設の位置づけに大 きな隔たりがあったか ら

である。 このために厚生省がとった方法は 「生活保護法の規定に現実をあわせ

る」 というものであった。

生活保護施設に関 しては,先 に指摘 したような戦後処理的な委託によ ってい
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たため,そ の経営上の問題が20年 代の半ばごろか ら問題になってお り,厚 生省

ばか りでなく大蔵省,行 政管理庁などからも,認 可基準か らみて不適格 な施設

の存在,保 護費,事 務費の不当流用などが くりかえ し指摘されていた。 このた

め,厚 生省は昭和29(1954)年 に 「施設業務費基本通知」,「養老施設,救 護施

設及 び更生施設 における医療扶助等の適用 にっ いて」 を出 していたが,30

(1955)年5月 に 「収容保護i施設運営要綱」 といわれる 「養老施設,救 護施設,

および更生施設の設備及び運営にっいて」 の事務次官通知を出 し,ま た翌31年

5月 には 「生活保護法による保護施設運営上の取扱いについて」を通知 し,さ

らに昭和32年(1957)に はこの指導書 ともいうべき 「保護施設取扱指針」を発

行 して,ま ず保護施設を近代福祉法 としての生活保護法の理念に従 って整備再

建すること=保 護施設の近代化の必要を強調 した。 とりわけこれを監督指導す

る都道府県(5大 都市)に は準拠すべ き方針を示 し,こ れに従 ってそれぞれの

地域における保護施設の整備計画を樹立することを要請 したのである。

さてこの場合問題は 「どのように現実を法 にあわせ るか」 にあるといえるが,

特に 「居住の不安定」 な人々の扱いにっいて,更 生施設の性格付けを中心 にそ

の苦労の後がみえる。例えば要綱では更生施設 に関 しては第1種 更生施設 と第

2種 更生施設 に分類 し,前 者は疾病回復者 または軽度の精神障害者(「 浮浪者」

は除 く),第2種 は 「浮浪者」を収容する施設 とされた。 第1種 の病気回復者

とは当時結核の回復者が念頭 におかれたようである。 しか し指針では,「 これ

までの沿革上 とか く浮浪者の収容施設だけであるかの如 く誤解される場合が多

いのであるが,更 生施設は即浮浪者収容施設だけでは決 してないのである」 と

注釈がついて,更 生施設=「 浮浪者施設」ではなく,ま ず更生可能な対象があっ

て,そ のあとで1種2種 の分類であることが強調されている。(文 献10)す な

わち,更 生可能でない場合はこの施設収容の対象にはな らない,と いうことで

ある。 ここでは,「対象があって施設を作 ってきた」戦後 の経緯が 「施設機能

にあわせて対象を選定する」方向に転換 されていることに注意を払 っておきた

い。 さらに,昭 和34(1959)年 の社会局長通知 「生活保護法による保護施設 に

関する事務 の適正化について」では,保 護施設種類の一層 の明確化,利 用者 の

取扱い区分を明確 にして,必 要な措置をとることを都道府県 に要請 している。
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なお,こ の通知では 「公設民営」 という委託形態の廃止にっいて もふれており,

完全公営ないしは完全民営への切 り替えに必要な措置をとることも強調されて

いる。

(3)東 京におけるその実施

ところで,東 京都においては,雑 多な施設の中に 「浮浪母子」 を中心 とす る

施設など特定の対象 に特化 した施設がすでに存在 していたり,ま た先に指摘 し

た実態調査に基づ く基準なども使 いなが ら更生施設のなかに父子寮を作るなど

の独 自の施設分類が進みつつあったが,結 局以上の厚生省の指導の線で,東 京

都においても保護施設の再建整備計画がたて られることになった。 この再建整

備の方針 は,「養老施設は定員3164名 に対 し4467名 収容 されてお り,し か もな

お収容を必要 とする者が2394名 いる。 これに反 し更生施設は定員3047名 に対 し,

5637名 を収容 しておるが,こ の被収容者の大半 は自立更生 した者であって,真

に養護指導を要すると認められる者 は400人 に満たず,し か もこの400人 のう

ちには養老施設又は養護施設に収容すべ き者を含んでいる」 という現状認識の

下 に,「未だ収容されていない更生施設対象者 の処置を考慮 して も,更 生施設

は本都 としては,500名 程度の収容能力を もてば足 りる」 として 「この際一方

においては自立更生 した者 も宿泊所,都 営住宅等への転出を強力に推進する措

置を講ず るとともに,収 容能力の不足 している養老,救 護,ま たは宿提施設へ

の転換及びそれ らの増設を図 らんとする」(文 献24)も のであった。すなわち,

更生施設の縮小がこの整備の主眼であった。

具体的には① 都直営の浜川寮,生 活更生相談所 に付置 されていた一時保護

所以外の更生施設は原則 として昭和34(1959)年7月1日 に養老,救 護,宿 所

提供施設,宿 泊所 に種類変更を行 う。② 更生施設に現存す る対象者は原則 と

して移送せずそのまま種類変更後の宿所提供施設に収容 してお く。③ 養老 ま

たは救護施設に種類変更 された施設に収容されている宿提 または宿泊所対象者

は35年6月 末までに適当な施設 または住宅に転出させる。 という思い切 った方

法がとられた。要するに,民 間団体が受託 していた更生施設の対象者は全て宿

提対象者に切 り替えたわけである。 この場合,厚 生省方針の建て前から言えば,
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一人一人 にっいて更生対象か否かの判定が必要だったはずであるが
,そ のよう

にはできなかったというのが当時の都の関係者の証言である。そもそ も宿提対

象者と更生対象者自体の分類基準が必ず しもはっきりしていなかっただけでは

なくx定 数,職 員や事務費の基準が異なるため,民 間団体 の利害がかかってい

たか らである。 したが って 「更生対象が混 じっていることはわか って いたが,

整理がっかないので全て宿提 という大冒険」 をしたわけである。また,建 て前

としては生活保護の居宅原則にたち戻 り,更 生などを必要 とする対象 にだけ施

設対象を絞 るということであったともいえ るわけであ るが,「 居宅の不安定」

状態が現にあるのだか ら,更 生対象以外 の人 々を放 り出す ことはで きず,結

局宿提や宿泊所が対応せざるをえなかった。なお,こ こで生活保護法の外 にお

かれた宿泊所を含んだ再建整備になっていることに注意 してお きたい。すなわ

ち更生や宿提の保護施設 としての機能を明確 にするためにはその 「アフターケ

ア」 としての宿泊所がセ ットで考えなければならなかったことになる。 またこ

の整理では,更 生対象 は 「単身」に限定 され,父 子などの家族は家族であると

いうだけで宿提にまわされ ることになった。更生 とは個人 にかかわる概念であ

るというのが指導 した厚生省の解釈であ った といわれている。 またいわゆ る

「浮浪母子」 は児童福祉法 による母子寮へ転寮が奨励 された。 このよ うに,再

建整備 は,更 生施設の数を縮小 しただけでな く,そ の対象を絞 りこんだとい う

点に特徴がある。そ して,そ こか ら押 し出された人々の受け皿として宿提 およ

び宿泊所が位置づけられた。言葉をかえれば,「浮浪者」 の うち更生可能 な単

身者 は更生施設であるが,そ れ以外は宿提ない しは宿泊所が対処するわけであ

る。 もっとも実際はこのような判定す らしないで,民 間施設の対象者は全て宿

提 ・宿泊所 に押 し出 して しまったのであるが。

こうした再建整備をへた後 も,30年 代の浜川寮などでは 「か りこみ」 による

収容が行われ,上 記の保護施設ではない臨時の施設や民間の ドヤなどに頼んで

保護するなどの処置が行われていたという。法によって切 りとられた現実の矛

盾への対処 といえようか。

なお,こ の再建整備では戦後処理的に委託行為だけで成立 していた民間施設

を資産基盤を明確にした社会福祉法人 としての本来の姿にもどすため,建 物整
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備のたあの共同募金などの資金利用の便宜をもはか った。

6地 方 自治 の拡大 と 「地域福 祉」 の ス ター トー昭和40年 代

(1)地 方自治法の改正 と 「浮浪者対策」の区移管の顛末

保護施設再建整備の実施は,生 活保護法の適正な実施,ま た民間施設 を含ん

だ社会福祉の 「近代化」にとっては不可欠な 「戦後処理」であった。30年 代の

後半には老人福祉法,母 子福祉法,児 童扶養手当などの整備 もあり,「貧困」 と

いう枠組みをはず した 「国民」 という一般的な枠組みによる社会福祉の模索が

始 まっていた。他方でこうした福祉分野 も含め,高 度経済成長による著 しい行

政の量的質的拡大があり,こ れを中央集権的に扱 うのか,地 方自治を確立 して

いくのかという対立が生 じていた。昭和39年(1964)の 自治法改正は後者を基

調として,懸 案だった東京都 と特別区の事務配分問題 を見直 し,「住民 に身近

な事業 は区におろす」 ことを明確にしたものであ った。 この改正によって,昭

和40年(1965)4月 か ら福祉事務所,生 活更生相談所,各 種施設 は特別区に移

管されることにな った。 ここに東京における 「居住の不安定」を伴 う貧困対策

は全 く新 しい局面 を迎えるのである。

すなわちfこ の 「移管」によって,福 祉の措置権が特別区の福祉事務所 にお

ろされ,そ れに従 って 「住居が明かでない」人々の保護の措置を都知事が留保

する形 となっていた生活更生相談所 も所在区のものとなり,都 営施設 は区営 と

なり,都 の委託施設 は区の委託施設 となった。なお,女 子の単身者 の施設 が こ

の時廃止 され,売 春防止法施設にまわされることになった点 も重要である。 も

ともと 「居住の不安定」な貧困は地域への帰属性が もてないところにその特徴

があり,広 域移動を不可避とするわけだが,そ れを 「身近な区におろした」 こ

とによる混乱 は最初 か ら予想 されていた。 しか も施設 は偏在 していたか ら,

「対象者の収容 にっいては各区共閉鎖的になり,又 特定区のみのが負担増 にな

るのでいきおい事業縮小の傾向が出てくる。収容定員の縮小,職 員の削減,兼

務,各 区間の調整の不備等。施設収容等の困難か ら,各 実施期間の間では対象

者をタライ廻 しする傾向等」(文 献8P.15)が 生 まれざるをえなか った。 こ
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のためすでに昭和40年(1965)8月 には 「共同処理」の提案がなされ,結 局42

(1967)年4月 か ら生活更生相談室および一時保護所,各 保護施設,宿 泊所 に

っいては特別区人事 ・厚生事務組合による 「共同処理」業務 に変えられていっ

たのである。

この事務組合による 「共同処理」は① あ くまでも措置権 は各区の福祉事務

所におく,② 生活更生相談室 は各福祉事務所 が措置 したもの,あ るいは措置

を要するものの判断機関であり,施 設選定機関である。③ また一時保護所 は

緊急保護施設であるとともに,他 の保護施設を選定する間の待機施設 と しての

性格を併用す ることになった。施設は事務組合立,な いしはその委託施設 となっ

たわけである。都直営の時 との違いは特別区以外はこの共同処理か ら除いてい

ること,一 時保護所 は単身男子に限定 したことである。なお,こ のよ うな 「居

住の不安定」 な人々の保護 にかかる費用 は区が実施 しても都の単独負担 とされ

た。

こうして,現 在の東京都の 「居住の不安定」への保護における 「事務組合方

式」ができあがる。それは都 としての一元的なものでもなければ,各 福祉事務

所の一元的実施で もない,と いう奇妙な形態であった。昭和43年(1968)に 厚

生省は都市化に伴 う大都市独自の生活保護問題の顕在化 という視点 に立ち,6

大都市の調査を行 っている。 この報告書 「6大 都市における生活保護の現況 と

諸問題」の中で 「浮浪者等」への保護実施の方策 として,大 阪などの集中管理

方式,横 浜 ・名古屋などの福祉事務所管理方式,東 京の事務組合方式の3つ の

タイプを対比 させ,と くに集中管理 とそれ以外の方式でどち らに行政上 の効果

があるか見 きわめる必要があると指摘 されている(文 献7)。 行政上 の効果を

何によって判断す るかにもよるが,少 なくとも東京の方式は,「居住 の不安定」

へ 「施設保護」中心の対策を立てるという意味か らは,消 極的で宙ぶ らりんの

ものになったことだけは確かである。事務組合は権限のないことを嘆 き,各 福

祉事務所は判定に廻 さなければ施設保護ができないことに腹をたてるのである。

東京において 「居住の不安定」を施設収容で対処 しようという方策が実質上

消極的な方向へ向かうこの昭和40年 代初めに,厚 生省はようや く保護施設最低

基準を決定 し,施 行することになった。 この最低基準においては,更 生施設 の
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第2種 は完全に否定 され,「 いわゆる浮浪者にっいて も,更 生施設対象者 とみ

なされない者にっいては,他 の適当な施設 に収容する等 の措置を講ず ること」

(昭和41年7月 厚生省令)と なったのである。戦後処理 としての 「浮浪者収容」

はここに終止符をうったといえようか。

(2)「 ドヤ保護」 と山谷における都の福祉対策

以上の経過の中で,昭 和40年 代の東京の保護施設 は閑古鳥が鳴いていた とい

われる。 しか し,「居住の不安定」 を伴 った貧困がな くな ったわけではな く,

事務組合方式の煩雑 さを避けて,各 福祉事務所がタライ廻 しにしたり,「 ドヤ」

と呼ばれる民間の簡易宿泊所で緊急保護をおこなったりしたことの結果でもあっ

た。 また,昭 和39年(1964)の 東京オ リンピックの少 し前頃か ら建設における

労働者需要が高まる中で,「居住の不安定」 な単身男子 は簡易宿泊所に相 当数

吸収 されていった。特 に戦後処理 として労働能力ある 「かりこみ」対象者を吸

収 した山谷地域は,こ のころ220軒 の簡易宿泊所が集中 し,13000人 と推定 さ

れる日雇い労働者の 「滞在」する大 きな労働市場 として 「発展」をとげていた

のである。

ところで施設収容が消極的になっていく少 し前の昭和38年(1963)に 都の保

護実施要項の改訂があ り,そ れまで明記 されていた 「単身世帯の要保護者 につ

いてはなるべ く住宅扶助の特別基準の対象者 とせず,保 護施設 に収容するなど

の手段を講ず ること」 という文言が削除された。つまり,そ れまでは居宅保護

の原則を 「居住の不安定」 な人々に適用する場合避 けて通れない都市の高額な

住宅費を特別に扶助す るシステムを単身者には適用 してこなか った訳である。

この削除は台東 ・荒川などの 「ドヤ」での保護認定要求や青空でも住所だとい

うような保護権の要求が背後にあったといわれている(文 献8)が,結 果的に

みれば,40年 代の施設収容への消極化 と同調 して,「 居住 の不安定」 へ も居宅

保護原則を適用 して行 くという路線の一端 とも考え られる。

しか し,こ の路線は徹底 したものではなかった。第一に40年 か ら 「居住の不

安定」な要保護者についても実施責任を委ね られた各区の福祉事務所 は,「 ド

ヤ」集中地区や繁華街を もっ特別な福祉事務所を除いては,こ うした対象 に対
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しての保護適用の方法や担当について明確な体制をとったわけではなか った。

昭和60年 代に入 って都議会で 「住所不定者 ・浮浪者対策」にっいての質問に対

して知事 は昭和40年(1965)か ら特別区の対策 とな った,と 答弁 しているが,

各区,各 福祉事務所が これを積極的に受 とめていたとはとうてい考えられない。

「かりこみ」にかわ って 「街頭相談」 が三っの区で行 われている他 は,放 置,

タライ廻 しが実状であるといえよう(文 献8)。 そもそも 「住民 に身近な総合

窓口」 としての福祉事務所にとって 「居住の不安定」な人々は本来 の 「対象」

として認識されがたいのであり,し たがって,こ うした対象への対処 のノウハ

ウやシステムが形成 されないまま個々のワーカーの個別的な対応にゆだね られ

ていったといえよう。要するに,「居住の不安定」 に対す る視点 その ものが喪

失 していったのである。 また第二には,「 ドヤ」集 中地 区においては 「ドヤ」

保護 自体はあるていど進むわけであるが,む ろん日雇労働者であるからその日

仕事がないといった程度では保護にはかかれないことになる。 また 「ドヤ」へ

の宿泊が長期であればそ こを居宅として居宅保護ができるわけであるが,そ う

でなければ 「現在地」保護iとなり,先 に指摘 したような疾病などの特別の状態

がなければ保護 されないことになる。各福祉事務所 も,高 齢者などではアパ ー

トの斡旋や ドヤでの保護を していくが,壮 年層や 「浮浪状態」の人々には疾病

時の緊急保護 として しか対応できなか った。現在では,施 設以外では入院 によ

る保護が最 も多 く,「 ドヤ」は一時的な緊泊施設 として使われているという。

こうした,特 別区への移管 による 「居住の不安定」への保護対策の混乱=施

設収容の消極化,福 祉事務所による 「浮浪者」のタライ廻 しなどのッケは,結

局山谷などの特定地域への 「居住の不安定」の囲い込み とその内部での 「法外

援護」 を中心 とする都の 「特殊な」福祉対策 となっていかざるをえなか った。

特に山谷地域においては,昭 和35年(1960)か ら40年 代 にかけていわゆる 「山

谷暴動」 とよばれる一連の事件の影響か ら,所 在区が積極的なかかわ りを もっ

ことに後込み しは じめ,こ の地域を一般の区域 とは異なった ものとして 「特殊

視」 しはじあた。 これに対 して東京都 は民生局を窓口とし労働,衛 生な どを も

交えた山谷対策室を昭和40年(1965)に 設置 し,ま たその福祉対策のセ ンター

として城北福祉セ ンターを開設せざるをえなくなった。当初は,台 東区の福祉
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事務所がセ ンター内にワーカーを常駐 させていたが,昭 和44年(1969)に はそ

れも引き揚げ,セ ンターの業務はこれ らの福祉事務所への連絡 と健康相談,緊

急入院手続 き,一 泊単位の臨時宿泊やパ ン・衣類 ・履 き物,交 通費 の支給など

応急的な法外支援が中心となってい く。 なお,50年 以降になるが,「 アブレ」

の多い冬期対策として越年越冬期のみの施設が作 られるようになった。 これは

山谷地域外におかれているが,山 谷 の中に置かれなかったのは,人 を集中 させ

る行為 として警視庁が反対 したたあであったといわれている。 また通年施設 と

しなか ったのは,外 の地域か ら反対があるためである。 このことにも示 されて

いるように,山 谷 にこれ以上 「居住の不安定」を集中させた くないが,一 般地

域にももっていけない,と いう矛盾がある。いいかえれば,台 東 ・荒川 とい っ

た所在区を も含めて,「一般住民」を基礎 とした基礎 自治体 の行政が確保で き

るのは,「行政 にはなじまない人々」を山谷など特定地域 に囲い込 み,そ こは

都の 「山谷対策室」 というこれも 「特殊な部局」にまかせるという体制をとり

えたか らではなかろうか。

こうして,40年 代以降の東京の 「居住の不安定」を伴 う貧困は,① 実施責任

をもっがこれ らの対象への明確な視点を欠いた特別区の福祉事務所,② 事務組

合方式 による判定と施設機能か ら切 りとった対象のみへの施設収容,③ 都が直

接運営する城北福祉セ ンターの応急的法外援護,と いう3部 門の混成的で不統

一な対策に委ね られることになったのである。

7お わ りに一 「住宅福祉」 の時代へむけて

以上のように,戦 後の東京における社会福祉は 「居住の不安定」な貧困に対

して,「かりこみ」収容からスター トしなが ら,「安定居住」を前提 とした近代

的福祉立法の整備にあわせて対象をふるい分けて収容 していくという方向に転

換 し,さ らに40年 代以降の基礎 自治体における福祉の展開の開始によって,そ

うした自治体の一般的な 「行政 にはな じまない」特殊な層 として,一 部施設収

容の他,緊 急保護,法 外援護の対象 として扱 う傾向を明白に していった。「居

住の不安定」の問題を制度や行政の方か ら見て 「特殊化」 し,そ の対策の多 く
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を法外 にもってい くことで,福 祉の一般化が進行 し得たともいえようか。 また

東京の場合は,施 設収容と地域での緊急保護,法 外援助のどち らを柱 にするか

は不鮮明で,し たがってどちらとも明確な方針を もちえなか った。50年 代以降

保護施設や宿泊所 は,中 国帰国者,サ ラ金被害者,土 地価格 の高騰な どによる

立ち退 き強制などの新たな 「居住の不安定」へ対処するものとして,施 設 の存

在意義をあらためて明 らかに しようとしている。また山谷地域などでは民間団

体 によるアルコール問題解決のプログラムなども試行 されるようになった。 こ

れ らの詳細な検討は別の機会を持 ちたいが,40年 代までの歴史が示 しているも

のは,近 代的福祉の成立,福 祉の 「一般化」が,戦 前の 「救貧福祉」 がまが り

なりにも向き合 って きた 「居住の不安定」を伴 う貧困をふるい落 としてきたと

いう事実である。それは制度が一般住民,一 般国民のフレームワークで整備 さ

れればされるほど,ま た地域分権的な方向で実施 されればされるほど,そ うな

らざるを得ない矛盾 ともいえよう。また,こ こにはそうした近代福祉の専門的

処遇が分類を要求 し,そ れは結局分類か らの対象の切 りとりになってい くとい

う矛盾を も含んでいた。批判されるものであったにせよ,終 戦直後の 「か りこ

み」は,と もか くも対象者が先にあって,そ れをまるごと引き受ける施設を作っ

ていったのであった。

しか し,「居住の不安定」 を伴 う貧困が戦後の一時期だ けでな く,高 度経済

成長によって補充 され,都 市化によって補充され,内 容を変 えなが らも,い わ

ば構造的に生み出されるとすれば,た とえある時期 にその数が相対的に少 な く

なろうとも,こ れを 「一般」=「 居住の安定」にきちんと底上げしようとする

政策が法外援助ではなく用意 されなければな らないであろう。それは現在の主

要なテーマである 「住宅福祉」「地域福祉」 ということを考えればなお さらで

ある。「在宅」にのらない状況,「地域」から住民 とはみなされない人々の一定

量の存在を前提 とし,そ れ ら 「特殊問題」を 「一般」 に引き上げるための積極

的な福祉対策をあらか じめ含んだところに福祉の 「一般化」 としての 「在宅福

祉」「地域福祉」があるのではなかろうか。高齢者 のアパ ー ト借 り上げなどの

「定住化対策」がおそまきなが らい くっかの区市 で言われるよ うになったが,

それはここで述べた 「浮浪者」などと呼ばれ る人々をも含めた 「居住の不安定」
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への福祉の対応に連なるものでなければならない。

(以下文献の他,「 ホームレス研究会」での関係者 か らの ヒヤ リングを参考 に

している。紙幅の関係 もあって,こ の ヒヤ リングの内容全体,ま た山谷関係 と

くに昭和50年 代の経済不況下の山谷労働者への生活保護適用問題,さ らに公営

住宅対策との関連にっいては十分展開できなか ったが,他 日を期 したい。)
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